様式第６号（第１１条関係）
　　年　　月　　日


岡山県知事　　　　　　　　　　殿


申請者　所 在 地
名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印



岡山県支店等新規開設促進補助金交付申請書

岡山県支店等新規開設促進補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第１１条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
また、同交付要綱第６条の規定により、下記３に掲げる全ての事項について、事前に同意していることを申し添えます。
記

１　申請内容
(１)法人の名称：
(２)代表者の氏名：
(３)本店の所在地：
(４)資本金の額又は出資金の額：
(５)法人の設立年月日：　　　　年　　月　　日
(６)法人の主たる事業：
(７)県内の支店等の名称(実績)：
(８)県内の支店等の所在地(実績)：
(９)県内の支店等の事業の用に供する部分の延床面積(実績)：　　　　　　平方メートル
(10)県内の支店等の開設年月日(実績)：　　年　　月　　日
(11)県内の支店等の支店登記の有無(実績)：　有り・無し　（いずれかに○）
(12)県内の支店等を対外的に明示した方法(実績)：
(13)県内の支店等で従事する新規常用雇用者の人数(実績)：　　　　　人
(14)県内の支店等の主たる事業(実績)：

２　申出事項
(１)支店等の家屋の権利(実績)：　自社所有・２年以上の賃貸借・それら以外　（いずれかに○）
※「登記事項証明書」又は「賃貸借契約書の写し」を添付
(２)支店等の家屋の種類(実績)：　集合住宅の居宅部分・それ以外　（いずれかに○）
※事業の用に供する部分の延床面積がわかる図面を添付
(３)過去に岡山県内での事務所又は事業所の設置実績：　有り・無し　（いずれかに○）
※「有り」の場合は、事務所又は事業所の廃止年月日：　　　　年　　月　　日
(４)直近の３年間における営利事業の実績：　有り・無し　（いずれかに○）
※「有り」の場合は、直近の３年間の営利事業の事業実績のわかる資料として、関連事業年度に係る営業報告書及び本店所在都道府県の法人県民税及び法人事業税の完納証明書を添付
（認定申請書の添付書類と同一となる場合のみ省略可とする。）

３　事前同意事項
(１)当法人の名称、代表者の氏名、本店及び支店の所在地、主な事業内容、新規常用雇用者の人数、補助金の額及びその他の当補助事業の実施に関し県が取得した情報を県が公表すること
(２)当補助金の認定、交付決定及び額の確定、事業状況報告及びその他の当補助事業の実施に関し県が取得した情報を県税の賦課徴収のために県が用いること
(３)当補助金の認定、交付決定及び額の確定、事業状況報告及びその他の当補助事業の実施に関し県が必要とする情報を県が県税情報を用いて確認すること

４　補助金交付申請額
金　　　　　　　　　　円
※積算根拠：（新規常用雇用者　　　人－９）× 補助単価　　　　　　　円

５　添付書類
(１)支店等開設実績書
(２)県内の支店等で従事する新規常用雇用者の一覧表
(３)新規常用雇用者の一覧表に掲げる全員分の下記書類の写し
①「健康保険・厚生年金保険資格取得および標準報酬決定通知書」
②「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」又は「雇用保険被保険者転勤届受理通知書」
③「雇用保険被保険者証」
(４)支店等の事業の用に供する家屋の「登記事項証明書」又は「賃貸借契約書の写し」
(５)支店等の事業の用に供する部分の延床面積がわかる図面

※(６)以下の書類は、認定申請書の添付書類と同一となる場合のみ省略可とする。
(６)法人登記の全部事項証明書（３月以内に発行されたもの）
(７)３月以内に発行された岡山県税の完納証明書（岡山県税の滞納がないことの証明書）
(８)印鑑証明書
(９)定款の写し
(10)直近３年間の営利事業の事業実績のわかる関連事業年度に係る営業報告書
(11)直近３年間の関連事業年度に係る本店所在都道府県の法人都道府県民税及び法人事業税の納税証明書
(12)誓約書（要綱第７条第２項に係るもの）
